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販売⽤資料／2021年10⽉11⽇作成 ※１、2ぺージのデータおよび記載は、毎⽉決算型のものであり、年１回決算型のものではありません。
年１回決算型の運⽤実績については、委託会社のホームページおよび⽉次報告書でご確認ください。
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＊2012年11-12⽉は、設定⽇前営業⽇（2012年11⽉8⽇）を10,000円として、12⽉末までの騰落率としています。
※騰落率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算した基準価額を基に算出しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

2012年11-12⽉*〜2021年7-9⽉、四半期

四半期騰落率の推移

四半期騰落率

2021年7-9⽉期は、ほぼ横ばいのパフォーマンス

※上記は過去の実績であり、将来の動向やファンドの運⽤成果等を⽰唆・保証するものではありません。

市場の変動の中でも安定感を発揮する円奏会

 2021年7-9⽉期（以下、当四半期）の当ファンドのリターンは-0.01％と、⼩幅な下落にとどまり、前四半期末⽐で
ほぼ横ばいとなりました。

 2021年9⽉末時点の設定来の累積リターン（税引前分配⾦再投資ベース）は＋34.9％となりました。

当資料の解説動画（10⽉後半公開予定）のお知らせ
当資料の解説動画を、10⽉後半に当社HP（https://www.tokiomarineam.co.jp/）に
公開（予定）いたします。
当資料のポイントを分かりやすく解説していますので、ぜひご覧ください。
※解説動画は、当社HPのトップページ「最新動画」欄等にてご覧いただけます。
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9⽉中旬以降、市場の変動が⾼まる局⾯があるも、当ファンドは安定的に推移
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※上記は過去の実績であり、将来の動向やファンドの運⽤成果等を⽰唆・保証するものではありません。

2

当四半期のマーケットおよびファンドの動向

2021年6⽉30⽇〜2021年9⽉30⽇、⽇次
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当ファンドおよび各資産の推移（上）、⽇本株式・REITの組⼊⽐率の推移（下）

＊2021年6⽉30⽇を100として指数化

出所︓ブルームバーグ、野村證券

※当ファンドは毎⽉決算型の税引前分配⾦再投資基準価額（信託報酬控除後、1万⼝当たり）です（以下同じ）。
年1回決算型の運⽤実績については、委託会社のホームページおよび⽉次報告書でご確認ください。

※各資産は以下の市場指数を使⽤。
⽇本債券︓NOMURA-BPI（総合）、⽇本株式︓TOPIX（配当込み）、⽇本REIT︓東証REIT指数 （配当込み）

※⽇本株式・REITの組⼊⽐率は、各資産のマザーファンド評価額の当ファンドの純資産総額（⼀部の未払⾦の計上を除く）に占める割合です。
各資産のマザーファンドは以下の通りです。
⽇本株式︓東京海上・⾼配当低ボラティリティ⽇本株マザーファンド、⽇本REIT︓TMA⽇本REITマザーファンド

29.32%

⽇本REIT

⽇本株式

⽇本債券 当ファンド

⽇本株式・REITの組⼊⽐率

 当四半期、⽇本債券は⽶国の⾦利動向に左右されつつも、⽇銀の⾦融緩和策を⽀えに安定した推移となりました。
 ⽇本株式は、8⽉下旬にかけて国内の新型コロナの感染再拡⼤等から、上値重く推移しましたが、9⽉初め、菅元

⾸相の⾃⺠党総裁選不出⾺のニュースが伝わると、市場はこれを好感し、上昇に転じました。9⽉中旬以降は、中国
不動産⼤⼿の経営不安や⽶国の債務上限問題に対する懸念等により、⼤きな値動きを伴いながら下落しました。

 ⽇本REITは、8⽉下旬にかけて⼀進⼀退の展開となりましたが、9⽉に⼊ると、公募増資の発表による需給環境の
悪化懸念や、⽶国の⾦融緩和縮⼩を意識した世界的な⻑期⾦利の上昇等から、下落しました。

 上記のような環境下、当ファンドの基準価額は概ね横ばいの動きとなり、9⽉中旬以降の市場の変動局⾯でも、⽇本
債券が下⽀えとなり、安定的な推移となりました。
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7⽉ 8⽉ 9⽉ 7-9⽉
⽇本債券 39 -6 -28 5
⽇本株式 -25 35 53 63
⽇本REIT 15 0 -58 -43
分配⾦ 0 0 0 0
信託報酬等 -8 -10 -8 -26
合計 21 19 -41 -1

7⽉ 8⽉ 9⽉ 7-9⽉
⽇本債券 37 -5 -26 6
⽇本株式 -23 32 50 59
⽇本REIT 14 0 -54 -40
分配⾦ -30 -30 -30 -90
信託報酬等 -8 -9 -9 -26
合計 -10 -12 -69 -91

※上記は過去の実績であり、将来の動向やファンドの運⽤成果等を⽰唆・保証するものではありません。
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2012年11⽉9⽇（設定⽇）〜2021年9⽉30⽇、⽇次

税引前分配⾦再投資基準価額 -左軸-

基準価額-左軸-

＜ご参考＞設定来の運⽤実績（2021年9⽉末時点）

■ 毎⽉決算型
2014年11⽉10⽇（設定⽇）〜2021年9⽉30⽇、⽇次

基準価額-左軸-

■ 年1回決算型

基準価額・純資産総額の推移（上）、騰落率表（下）

※基準価額、税引前分配⾦再投資基準価額は1万⼝当たり、信託報酬控除後のものです。
※騰落率は、税引前分配⾦を再投資したものとして計算した基準価額を基に算出しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

当四半期の基準価額変動要因

⽇本REITのマイナスを、⽇本債券・⽇本株式のプラスがカバー

設定来騰落率︓ 11.6 ％

純資産総額 ︓ 2,607 億円

設定来騰落率︓ 34.9 ％

純資産総額 ︓ 5,993 億円

基準価額変動要因（1万⼝当たり）

※上記は簡便法で計算しており、その正確性、完全性等を保証するものではありません。傾向を知るための⽬安としてご覧ください。
※⽇本債券︓東京海上・円建て投資適格債券マザーファンド、 ⽇本株式︓東京海上・⾼配当低ボラティリティ⽇本株マザーファンド、

⽇本REIT︓TMA⽇本REITマザーファンド

 当四半期、⽇本REITおよび信託報酬等によるマイナス分を、⽇本債券、⽇本株式によるプラス分が補い、⼩幅な
下落にとどまりました。

 9⽉末の基準価額は6⽉末⽐で、毎⽉決算型が91円の下落（分配⾦込み基準価額ベースでは1円の下落）、
年1回決算型が1円の下落となりました。

■ 毎⽉決算型 ■ 年1回決算型 （単位︓円）

（単位︓％） （単位︓％）

純資産総額ー右軸-純資産総額 –右軸-

（単位︓円）



投資者が直接的に負担する費⽤

購⼊時⼿数料 購⼊価額に1.65％（税抜1.5％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額とし
ます。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産
留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤

運⽤管理費⽤
（信託報酬） ファンドの純資産総額に年率0.924％（税抜0.84％）を乗じて得た額

その他の費⽤・
⼿数料

以下の費⽤・⼿数料等がファンドから⽀払われます。
・監査法⼈に⽀払うファンドの監査にかかる費⽤
ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年66万円）を⽇々計上します。
⽀払時期については、以下の通りとします。
毎⽉決算型︓毎計算期末または信託終了の時にファンドから⽀払われます。
年1回決算型︓毎計算期間の最初の6ヵ⽉終了⽇および毎計算期末または信託終了の時にファンド

から⽀払われます。
・組⼊有価証券の売買の際に発⽣する売買委託⼿数料
・資産を外国で保管する場合にかかる費⽤
・信託事務等にかかる諸費⽤
※監査にかかる費⽤を除く上記の費⽤・⼿数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表⽰することができませ
ん。

※上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表⽰することができません。

ファンドの主なリスクについて

●投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、
投資元本を割り込むことがあります。

●運⽤による損益は、全て投資者に帰属します。
●投資信託は預貯⾦や保険と異なります。
●ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

詳しくは、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、契約締結前交付書⾯等をご確認ください。

ファンドの費⽤について 詳しくは、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、契約締結前交付書⾯等をご確認ください。

価格変動リスク

株価は、政治・経済情勢、発⾏企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、
短期的または⻑期的に⼤きく下落することがあります（発⾏企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、
投資資⾦が回収できなくなることもあります。）。組⼊銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落
する要因となります。REITの価格は、REITが保有する不動産の評価の下落、不動産市況に対する⾒
通しや需給等、さまざまな要因を反映して変動します。組⼊REITの価格が下落した場合には、基準価
額が下落する要因となります。

⾦利変動リスク 公社債は、⼀般に⾦利が上昇した場合には価格は下落し、反対に⾦利が下落した場合には価格は上
昇します。したがって、⾦利が上昇した場合、基準価額が下落する要因となります。

信⽤リスク
⼀般に、公社債や短期⾦融商品等の発⾏体にデフォルト（債務不履⾏）が⽣じた場合、またはデフォル
トが予想される場合には、当該公社債等の価格は⼤幅に下落することになります。したがって、組⼊公社債
等にデフォルトが⽣じた場合、またデフォルトが予想される場合には、基準価額が下落する要因となります。

流動性リスク
受益者から解約申込があった場合、組⼊資産を売却することで解約資⾦の⼿当てを⾏うことがあります。
その際、組⼊資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも⼤幅に安い価格で売却せ
ざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となります。
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■ 設定・運⽤は

■ お申込み、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）のご請求は
後掲の販売会社⼀覧をご確認ください。

商 号 等 ︓ 東京海上アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第361号

加⼊協会︓ ⼀般社団法⼈投資信託協会
⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会
⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会
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収益分配⾦に関する留意事項

当資料をご利⽤にあたっての注意事項等
●当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。

お申込みに当たっては必ず投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付
⽬論⾒書）は販売会社までご請求ください。

●当資料の内容は作成⽇時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲

載された図表等の内容は、将来の運⽤成果や市場環境の変動等を⽰唆・保証するものではありません。
●投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基

準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。
●投資信託は⾦融機関の預⾦とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運⽤指図によって信託財産に⽣じた

利益および損失は、全て投資家に帰属します。
●投資信託は、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適⽤はありません。
●投資信託は、預⾦および保険契約ではありません。また、預⾦保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
●登録⾦融機関から購⼊した投資信託は投資者保護基⾦の補償対象ではありません。
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販売会社⼀覧 （作成⽇時点）
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販売会社⼀覧 （作成⽇時点）
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取次販売会社⼀覧

※以下は、取次販売会社です。（信⽤⾦庫・労働⾦庫の順に掲載しています。）

8

東京海上アセットマネジメント
YouTube公式チャンネル

ファンド・マーケット関連動画などを公開しています。


